
















平成 21 年 3 月 11 日
学位規則第 4 条 2 項該当







































ていく「文盲の徒J と呼ばれるキリスト教学校修士会の組織的活動であった(第 7 章)。
































CC.Nique) らの研究は、 1816 年初等教育令(デクレ)を国家的制度の端緒と捉え、 1833 年初等
教育法(ギゾー法)により国家的指針が決定されたとの解釈をとっており、我が国のフランス教
育史研究の多くもこの見解に依拠してきた。確かに、当時の国家財政の状況からすれば、市町村
が設置・維持する小学校やキリスト教会が取り仕切る慈善学校に委ねられていたことは事実だが、
本論文は 1802 年公教育一般法が、早くも政府や大学にキリスト教学校を公教育体制へと包摂する
内容を規定していた点に注目し、同法の成立過程の分析を通して、市町村、県、大学総長、国の、
初等教育に関する公権力の発現形態を探っている。同様に、 1808 年帝国大学組織令(デクレ)の
成立過程を、その成案をつくった参事院の綴り文書を分析して、行政制度としての大学専権体制
下に初等教育が組み込まれて行く過程を究明している。
その結果、教員の宣誓、学校の開業許可証、及び教員免許状、並びに学校閉鎖及び教職追放な
どに、大学が実質的権限を掌握していた事実、及び小学校への政府、大学、地方自治体の関与の
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統治構造を明らかにし、ナポレオン統治下に既に実質的な民衆教育の国家的制度が構築されてい
たことを論証した。さらに論証の過程で、帝国大学組織令が規定した、リセ付設の師範学級やリ
セから独立した師範学校が、ストラスブール師範学校を晴矢に各県に設置されて行った状況や、
また大学総長のキリスト教学校修士会に対する規制と奨励の実態など、新たな史実の発見も成果
として特筆される。
本論文は、その記述の仕方において情緒的表現が散見されるといった課題が残るが、ナポレオ
ン統治下の公教育及び初等教育に係る膨大な一次資料をフランスやイギリスの公文書館において
探索し、その史実を丹念に分析・整理しながら、初等教育が帝国大学という国家行政制度に包摂
されて行く過程を実証し、フランス教育制度史研究に新たな知見を加えたことは高く評価できる。
よって、本論文は博士(教育学)の学位論文として合格と認める。
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